
三重県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業 

（地域の体制づくり支援事業）補助金交付要領 

 

（通則） 

第１条  三重県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業（地域の体制づくり

支援事業）補助金（以下、「補助金」という。）は、予算の範囲内において交付

するものとし、その交付については、令和７年度訪問介護等サービス提供体制

確保支援事業実施要綱（令和７年１２月２５日老発 1225第５号厚生労働省老

健局長通知）、令和７年度介護保険事業費補助金（令和７年度補正予算分）交

付要綱（令和８年１月 27 日厚生労働省発老 0127 第５号厚生労働事務次官通

知）、三重県補助金等交付規則（昭和 37年三重県規則第 34号。以下「交付規

則」という。）及び医療保健部関係補助金等交付要綱（平成 30年三重県告示第

239号）に規定するもののほか、この交付要領の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 この補助金は、人材不足が喫緊の課題である訪問介護等（訪問介護、定

期巡回・随時対応型訪問介護看護及び夜間対応型訪問介護をいう。以下同じ）

サービスについて、地域の実情に応じた訪問介護等サービスの提供体制確保・

強化に向けた総合的な取組に必要な経費の一部を補助することにより、介護

保険制度の円滑な運営に資することを目的とする。 

 

（交付の対象者） 

第３条 この補助金の対象となる事業所（以下「補助対象事業所」という。）は、

次の各号に掲げる種目ごとに当該各号に定める事業所とする。 

 （１）通所介護事業所等の多機能化（訪問機能の追加）の支援 

   通所介護事業所及び地域密着型通所介護事業所 

 （２）人口減少地域等への訪問介護事業所のサテライト（出張所）設置の支援 

   訪問介護事業所 

 

（補助事業） 

第４条 補助事業の区分、種目、補助基準額、補助事業の内容、補助対象経費は

別表第１のとおりとする。 

 

（交付額の算定方法） 

第５条 この補助金の交付額は、別表第１の第３欄に定める補助基準額と第５

欄に定める補助対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費

から寄付金その他の収入額（補助事業者が社会福祉法人等の営利を目的とし

ない法人の場合は寄付金収入額を除く。）を控除した額を比較して少ない額と

し、1,000円未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てた額とする。 

 

（交付の条件） 

第６条 補助金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。 



（１）補助事業者は、計画変更等の補助対象事業の内容変更（補助事業の中止ま

たは廃止を含む。）をする場合または補助対象事業に要する経費の変更（軽

微な変更の場合を除く。）をする場合には、あらかじめ知事の承認を受けな

ければならない。 

（２）補助事業を中止又は廃止しようとする場合には、速やかに知事の承認を受

けなければならない。 

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合または事業の遂行が困難となった

場合には、速やかに知事に報告して、その指示を受けなければならない。 

（４）事業により取得し、又は効用の増加した価格が 30万円以上の機械、器具

及びその他財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定

める耐用年数を経過するまで、知事の承認を受けないで、当該事業の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはな

らない。 

（５）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、そ

の収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（６）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後にお

いても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用

を図らなければならない。 

（７）補助事業完了後に、消費税および地方消費税の申告により補助金に係る消

費税および地方消費税にかかる仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税

額が０円の場合を含む。）には、消費税等仕入控除税額報告書（第９号様式）

に別表第２に定める関係書類を添えて、遅くても補助事業完了日の属する

年度の翌々年度６月 30日までに知事に報告しなければならない 。 

（８）三重県の交付する補助金等からの暴力団等排除措置要綱（以下「暴力団排

除要綱」という。）別表に掲げる一に該当しないこと。なお、該当する者と

確認された場合は、この交付の決定を取り消すことがある。 

（９）暴力団排除要綱第８条第１項に定める不当介入を受けたときは、警察に通

報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと及び知事に報告すること。 

（10）他の補助金等で措置されているものは、本事業の対象としない。 

（11）その他知事が必要と定めた事項に従うこと。 

 

（交付申請手続） 

第７条 この補助金の交付の申請は、申請書（第１号様式）に別表第２に定める

関係書類を添えて、別に定める期日までに知事に提出して行うものとする。 

 

（補助金の着手時期） 

第８条 事業の着手時期は、交付決定のあった日以降でなければならない。 

 

（交付の決定） 

第９条 交付規則第４条第１項の規定による通知は、第７条による交付申請が

適当と認める場合、交付決定通知書（第２号様式）により行うものとする。 

 



 

（変更申請手続） 

第１０条 この補助金の交付決定後において、事情の変更により申請の内容を

変更しようとする場合（軽微な変更を除く。）には、変更申請書（第３号様式）

に別表第２に定める関係書類を添えて、知事に提出するものとする。 

２ 前項に規定する「軽微な変更」とは、補助金の交付決定額の 20％以内の減

額による変更および補助目的の変更を生じない場合とする。 

３ 知事は、第１項による申請があったときは、内容を審査し、適正と認める場

合は、事業変更承認及び補助金の交付決定の変更を行い、変更交付決定通知

書（第４号様式）により通知するものとする。 

 

（中止・廃止申請手続） 

第１１条 この補助金の交付決定後、事情の変更により事業の中止、廃止を行う

場合は、事業中止・廃止承認申請書（第５号様式）を知事に提出しなければな

らない。 

 

（申請の取り下げの時期） 

第１２条 交付規則第７条の規定による交付申請の取り下げの時期は、交付決

定通知の受領のあった日から起算して１５日以内に行うものとする。 

 

（状況報告） 

第１３条 補助事業者は、交付規則第１０条の規定による状況報告書（第６号様

式）の提出を求められたときは、別表第２に定める関係書類を添えて状況報告

の提出を求められた日から起算して３０日を経過した日までに知事に報告し

なければならない。 

 

（実績報告） 

第１４条 交付規則第１２条の規定による実績報告は、事業の完了の日から起

算して３０日を経過した日又は、当該年度の２月末日のいずれか早い日まで

に実績報告書（第７号様式）に別表第２に定める関係書類を添えて、知事に提

出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定通知） 

第１５条 交付規則第１３条の規定による額の確定通知は、補助金の額の確定

通知書（第８号様式）により行うものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１６条 知事は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額

を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分につ

いて返還することを命ずることができる。 

 

（関係書類の保管） 



第１７条 補助事業者は、補助金と事業に係る収入及び支出を明らかにした帳

簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証

拠書類を当該事業完了後の翌年度から５年間保管しておかなければならない。

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 50 万円以上の財

産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又

は減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定める耐用年数を経過する日の

いずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

 

（その他） 

第１８条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付に必要な事項は、知事が

別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

この交付要領は、令和８年７月３１日から施行し、令和８年度分の補助金か

ら適用する。 

 

 

 

 

 

 



別表第１ 

１ 区分 ２ 種目 ３ 補助基準額 ４ 補助事業の内容 ５ 補助対象経費 

地域の体

制づくり

支援事業 

通 所 介 護

事 業 所 等

の 多 機 能

化（訪問機

能の追加）

の支援 

 

 

1 事業所当たり、

次の（1）から（2）

により算出された

額の合計額とす

る。 

（１）訪問機能の

導入に係る経費

の場合 1 事業所

につき 1,500 千

円 

（２）訪問機能導

入後の一定期間

の経営の安定化

に係る経費の場

合訪問 1 回につ

き 1,000円 

※訪問回数が 1

月あたり 300 回

に達するまで又

は導入後 6 か月

間を上限とする 

訪問介護サービスの提供体制が不

十分な地域に所在する通所介護事

業所等の役割の多機能化（訪問機能

の追加）を推進するため、訪問機能

の導入に必要な備品の購入経費等

の初期費用に加えて、一定期間の経

営安定化に必要な経費 

なお、訪問機能の追加とは、指定訪

問介護のほか、基準該当サービスや

離島等相当サービスとして指定訪

問介護に相当するサービスを提供

する事業所を併設する場合を含む 

 

【対象事業所の要件】 

訪問介護事業所が1か所もない地域

又は必要なサービス提供が困難な

状況（提供回数や移動距離等を勘

案）にある地域に所在する通所介護

事業所等 

 

【対象経費の例】 

（１）・電動自転車やユニフォーム

等の必要備品の購入費用 

   ・事業所のホームページの改

修や、地域住民等への広告

に係る費用 

   ・新たに訪問介護員等を配置

するために必要な採用に係

る費用や、初任者研修の受

講に係る費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問介護等サービ

ス提供体制確保支

援事業（地域の体

制づくり支援事

業）に必要な報酬、

給料、職員手当等、

共済費、賃金、報

償費、旅費、需用

費（消耗品費、燃

料費、印刷製本

費）、役務費（通信

運搬費、手数料）、

委託料、使用料お

よび賃借料、負担

金、補助および交

付金 

 

 



人 口 減 少

地 域 等 へ

の 訪 問 介

護 事 業 所

の サ テ ラ

イト（出張

所）設置の

支援 

1 事業所当たり、

次の（1）から（2）

により算出された

額の合計額とす

る。 

（１）訪問介護事

業所のサテライ

トの導入に係る

経費の場合サテ

ライト 1 箇所に

つき 1,500千円 

（２）サテライト

導入後、一定期

間の経営安定化

に係る経費の場

合サテライト 1

箇 所 に つ き

1,000千円 

 ※設置後 6 ヶ月

間を上限 

中山間地域や離島等の人口減少地

域等において、地域の需要に応じた

柔軟な人員配置が可能となる訪問

介護事業所のサテライト（出張所）

の設置を推進するため、サテライト

の設置に必要となる備品の購入経

費等の初期費用に加えて、一定期間

の経営の安定化に必要な経費 

 

【対象経費の例】 

（１）・備品（机、椅子、パソコン、

通信機器等）購入費用 

・訪問用自転車など移動手段 

の確保に係る費用 

・サテライトを設置する土地 

や建物等の賃借に係る一時

金（敷金、礼金等） 

（２）・サテライトを設置する土地

や建物等の賃借料 

・職員がサテライトに勤務す 

るための交通費（離島等へ

の船代含む）やガソリン代、

宿泊料等に係る費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第２ 

項目 関係書類 

交付申請書 

（第１号様式） 

１ 事業計画書（別紙１） 

２ 補助金所要額調書（別紙２） 

３ 役員一覧調書（別紙３） 

４ 歳入歳出予算書（見込書）抄本（別紙４） 

５ その他参考となる資料 

変更申請書 

（第３号様式） 

１ 事業計画書（別紙１） 

２ 補助金所要額調書（別紙２） 

３ 歳入歳出予算書（見込書）抄本（別紙４） 

４ その他参考となる資料 

状況報告書 

（第６号様式） 

１ 事業実施状況報告書（別紙５） 

２ その他参考となる資料 

実績報告書 

（第７号様式） 

１ 事業実績報告書（別紙６） 

２ 補助金所要額精算書（別紙７） 

３ 歳入歳出決算書（見込書）抄本（別紙８） 

４ その他参考となる資料 

消費税等仕入控除税

額報告書（第９号様

式） 

１ 積算内訳報告書（別紙９の１） 

※課税売上割合が 95％以上かつ課税売上高が５億円以下の場合  

２ 積算内訳報告書（別紙９の２） 

※課税売上割合が 95％未満または課税売上高が５億円超の法人等であ

って、一括比例配分方式により消費税の申告を行っている場合  

３ 積算内訳報告書（別紙９の３） 

※課税売上割合が 95％未満または課税売上高が５億円超の法人等であ

って、個別対応方式により消費税の申告を行っている場合  

４ その他参考となる資料 

 


